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成年後見制度利用促進基本計画に係る中間検証報告書のポイント②

今後の対応

今後の対応

３ 権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり

４ 優先して取り組む事項

ア 地域連携ネットワークづくり・機能強化

・ 市町村・都道府県における体制整備の推進（補助事業・研修）

・ 全国権利擁護相談窓口を通じた専門的助言の実施

・ 成年後見制度利用促進ポータルサイトにおける広報

・ 中核機関の整備状況 1,187市町村(R6.4)

・ 地域共生社会の在り方検討会議における検討(R6.6～)

・ 地域連携ネットワークの関係機関等における相互理解の継続

イ 包括的・多層的な支援体制づくりの促進

・ 成年後見制度の関連諸制度間の連携推進に向けた取組

・ 利用促進に向けた周知活動の継続

・ 任意後見監督人選任の申立てを促す文書送付・利用状況に関する意

識調査の実施(R4.12)

⑴ 任意後見制度の利用促進

⑵ 担い手の確保・育成等の推進

⑶ 市町村長申立ての適切な実施・成年後見制度利用支援事業の推進

⑷ 地方公共団体による行政計画等の策定

⑸ 都道府県の機能強化による地域連携ネットワークづくり

・ 市民後見人養成者数 25,607人(R6.4)

・ 法人後見実施法人数 1,317法人(R6.4)

・ 市町村・中核機関等による親族後見人に対する支援

⑴ 任意後見制度の利用促進

⑵ 担い手の確保・育成等の推進

⑶ 市町村長申立ての適切な実施・成年後見制度利用支援事業の推進

⑷ 地方公共団体による行政計画等の策定

⑸ 都道府県の機能強化による地域連携ネットワークづくり

・ 都道府県・市町村に対する事務連絡の発出(R5.5)

・ 市町村による計画策定・必要な見直し 1,358市町村(R6.4)

・ 都道府県における取組方針の策定 28都道府県(R6.4)

・ 市町村向けの相談窓口の設置、専門アドバイザーの配置

・ 都道府県による協議会設置状況 37都道府県(R6.4)

・ 市町村によるネットワークづくりへの主体的な取組の継続

・ 都道府県による市町村では担えないネットワークづくりの主導

・ 地域連携ネットワークの各支援機能の強化に向けた取組の検討、中

核機関未整備地域における都道府県の協議会の活用促進 等

・ 地域共生社会の在り方検討会議における中核機関の位置づけ・役

割・名称に関する検討

・ 福祉行政と家庭裁判所における適時適切な連絡を可能とするための

しくみの整備

・ 周知活動の強化、利用促進のための更なる取組の検討

・ 法制審議会における調査審議を踏まえた所要の対応

・ 市民後見人の養成推進及び更なる活躍の場の提供の検討

・ 法人後見の担い手育成推進及びガイドラインの作成の検討

・ 親族後見人に対する支援の充実

・ 都道府県による市町村長申立てに関する研修の見直し

・ 地域支援事業・地域生活支援事業の必要な見直しを含めた対応の早

期検討

・ 市町村・都道府県における取組の充実

・ 専門アドバイザーの配置・活躍の促進等を通じた都道府県の更なる

機能強化を推進
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各施策の進捗状況等

各施策の進捗状況等



第二期計画及び中間検証を踏まえた取組の現状

○ 権利擁護人材育成事業の実施

・地域医療介護総合確保基金の権利擁護人材育成事業として、市民後見人の養成研修等を行う自治体を補助

○ 市民後見人養成研修の基本カリキュラムの改訂（R5.4.26付け事務連絡）

・基本カリキュラム：計50時間〔39時間（講義・実務・演習）＋11時間（体験学習・レポート作成）〕

・意思決定支援に係る科目（計３時間）の追加 等 （※トータルの研修時間50時間は不変）

○ 市民後見人養成研修の柔軟かつ効果的な実施（R8.3.30付け事務連絡）

・規制改革実施計画（R7.6.13閣議決定）での指摘を踏まえ、柔軟かつ効果的な対応の好事例等について周知

・研修を受講した市町村と別の市町村で市民後見人の登録を受けようとする場合の、同一科目の受講免除 等

○ 令和７年度「地域の権利擁護の担い手の育成・活躍の促進に向けた調査研究事業」

・市民後見人の育成や活躍支援の方向性について整理

・成年後見制度改正後は、権利擁護支援の担い手として、研修修了者の役割が一層重要

・段階的・選択的なコース制など多様な受講形態の導入

・継続して市民後見人を支える体制整備や家庭裁判所との連携が必要 等

・上記ポイントや好事例等を整理した報告書について、自治体に周知（R8.6.12付け事務連絡）

・あわせて最高裁判所に対し、自治体との連携について家庭裁判所への周知を依頼（R8.6.12付け事務連絡）

市民後見人について
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市民後見人は、弁護士や司法書士、社会福祉士などの資格を持たない、親族以外の市
民による成年後見人等である。市民後見人は、成年後見制度の担い手という観点のほか、
地域共生社会の実現のための人材育成や地域づくりという観点から養成を進めていく必
要がある。

市民後見人の養成

市
民
後
見
人

⑥支援（専門職による相談等
の支援）

家庭裁判所

市町村・都道府県

④候補者の推薦

⑤市民後見
人の選任

利
用
者

成
年
被
後
見
人

後
見
等
業
務

実施機関

①委託

③登録（研修修了
者の名簿送付）

②研修（市民後見人養成研修
の実施）

市民後見人養成のイメージ
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１．目的
認知症高齢者等の状態の変化を見守りながら、介護保険サービスの利用援助や日常生活上の金銭管理など
成年後見制度の利用に至る前の支援から成年後見制度の利用に至るまでの支援が切れ目なく、一体的に確保
されるよう、権利擁護人材の育成を総合的に推進する。

権利擁護人材育成事業

２．事業内容
（１）権利擁護人材の養成研修の実施
・ 成年後見制度の利用に至る前の段階で介護サービスの利用援助等を行う「生活支援員」や、成年後見制
度の下で身上保護等の支援を行う「市民後見人」の養成

（２）権利擁護人材の資質向上のための支援体制の構築
・ 家庭裁判所に対する適切な後見候補者の推薦や市民後見人等からの定期的な報告を踏まえた適切な
助言・指導など、権利擁護活動を安定的かつ適正に実施するための支援体制の構築
・ 弁護士、司法書士、法テラス、社会福祉士等専門職との連絡会議の開催など、事案解決能力の向上を図
るための取組

３．実施主体

都道府県（負担割合：国２／３ 都道府県１／３）

４．令和８年度予算

地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）８６億円の内数（令和７年度予算：９７億円）

５．実施状況（基金において、本事業をメニュー化してる都道府県）

令和６年度 ３７都道府県（「令和７年度権利擁護人材育成事業実施状況調べ」）
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市民後見人等の養成状況･推移 ※成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査結果より

年 養成者数※１ 登録者数※２ 受任者数※２
法人後見支援員

※３

日常生活
自立支援事業の生
活支援員※３

R7.4.1時点 28,484人 9,963人 2,093人 2,746人 3,664人

R6.4.1時点 25,607人 9,133人 2,038人 2,687人 3,170人

R5.4.1時点 23,323人 8,202人 1,904人 2,608人 3,394人

市町村における市民後見人等の推移

市町村における市民後見人等の養成状況（R7.4.1時点）都道府県における市民後見人等の養成状況（R7.4.1時点）

※１ 養成者数は、各年４月１日時点までの累計人数、他項目は各年４月１日時点の人数を記載
※２ 成年後見人等の登録者数及び受任者数
※３ 市民後見人等の養成者数のうち、研修受講で得た知見を活かして、法人後見支援員や日常生活自立支援事業の生活支援員として活動している人数
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第二期計画及び中間検証を踏まえた取組の現状

○ 地域生活支援事業費等補助金の「成年後見制度法人後見支援事業」として、法人後見を行う事業所の立ち上げ等を支

援する市町村に対して補助を行うとともに、令和５年度から「成年後見制度法人後見養成研修事業」として、法人後見を

適正に行うことができる法人を確保するための研修を実施する都道府県に対して補助を行っている。

〇 令和５年２月に事務連絡「都道府県による法人後見の推進について」を発出し、都道府県の法人後見養成に係る研

修カリキュラムの先例等を周知。

○ 令和７年度「地域の権利擁護の担い手の育成・活躍の促進に向けた調査研究事業」

• 法人後見の育成の方向性を整理

・ 地域の権利擁護を支える仕組みの一翼を担う存在として法人後見を位置づけ、体制整備を進めていくことが重要

・ 都道府県が主体となって法人後見実施団体のリスト（名簿）を整備し、市町村や中核機関と共有することが必要

・ 新規参入にあたっては、家庭裁判所との調整に係るノウハウや情報不足が障壁となっている 等

• 上記のポイントや好事例を整理した報告書について、自治体に周知（R8.6.12付け事務連絡）

• あわせて最高裁判所に対し、自治体との連携について家庭裁判所への周知を依頼（R8.6.12付け事務連絡）

法人後見について
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市民後見人を活用した法人後見への支援
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●障害者総合支援法（平成25年４月１日施行）

第七十七条（市町村の地域生活支援事業）
市町村は、主務省令で定めるところにより、地域生活支援事業として、次に掲げる事業を行うものとする。

五 障害者の民法（明治二十九年法律第八十九号）に規定する後見、保佐及び補助の業務を適正に行うことができる人材
の育成及び活用を図るための研修を行う事業。

登録 委託

養成研修

家
庭
裁
判
所

成
年
被
後
見
人
（
利
用
者
）

市町村･都道府県

研修実施団体
（市町村社協など）

市民後見人

推薦

選任 後見

市民後見人の活用
支援（研修等）

活用

家
庭
裁
判
所

成
年
被
後
見
人
（
利
用
者
）

市町村（･都道府県）

研修実施団体
（都道府県社協など）

法人後見実施団体
（市町村社協など）

選任 後見

委託

【法人後見への支援】

推薦

（参考）



社会福祉法人等による法人後見の取組
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利益相反行為（民法） 
第八百六十条 第八百二十六条の規定は、後見人について準用する。ただし、
後見監督人がある場合は、この限りでない。 （下線は「利益相反行為」を指す）

「裁判所イラスト」の画像検索結果 

「裁判所イラスト」の画像検索結果 

「弁護士イラスト」の画像検索結果 

「弁護士イラスト」の画像検索結果 

「イラストケース会議」の画像検索結果 

「イラスト女性」の画像検索結果 

後見監督人の選任

補助・保佐・後見開始の審判

財産管理
身上配慮

法人後見の実施体制
成年後見人等

（法人後見）の選任

法人後見チーム
※継続性・専門性

後見監督人

○透明性の確保の例
法人外部の専門職の参加
（助言・チェック等）
（例）
・法律関係者
・医療関係者
・会計関係者
・福祉関係者 等

家庭裁判所
監督

第２期成年後見制度利用促進基本計画（令和４年３月）抜粋
○ 法人後見については、制度の利用者増に対応するための後見人等の担い手確保という観点のほか、比較的長期間にわたる制度利用が想定され
る障害者や、支援困難な事案への対応などの観点から、全国各地で取組を推進していく必要がある。

○ 社会福祉協議会には中核機関等の整備・運営が期待される場合も多い。このため、各地域において、都道府県及び市町村等が連携して、社会福
祉協議会以外の法人後見の担い手の育成をする必要がある。

法人のサービス利用者
及び、それ以外の障害者等

後見等開始の審判
の申立て
  ・本人 ・配偶者
  ・四親等以内の親族
  ・市区町村長

参加

※申立人等の請求又は裁判所の職権で必要に応じて選任

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiC09q3qPPRAhUMU7wKHQaYAFAQjRwIBw&url=http://www.bright-lawoffice.com/saiban01.html&psig=AFQjCNEMlAx2zo0EOQKVFaSy3Dl9fhAh2g&ust=1486189527363002
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwiC09q3qPPRAhUMU7wKHQaYAFAQjRwIBw&url=http://www.bright-lawoffice.com/saiban01.html&psig=AFQjCNEMlAx2zo0EOQKVFaSy3Dl9fhAh2g&ust=1486189527363002
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwi21Mr_rPPRAhWMXrwKHZUmB8cQjRwIBw&url=http://www.irasutoya.com/2014/09/blog-post_69.html&bvm=bv.146094739,d.dGc&psig=AFQjCNGGJEkSEEHmZb4vbxQIPkmjkTv71A&ust=1486191071025455
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwif9p3erfPRAhXJTLwKHW9qBwwQjRwIBw&url=http://with.sonysonpo.co.jp/wisdom/auto/detail_198429.html&psig=AFQjCNHvvIoG0ooSXh6rMTeiw27QDaq7Dw&ust=1486191566370012
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjgoaGbrvPRAhVF2LwKHbJoDpsQjRwIBw&url=http://www.minnanokaigo.com/guide/homecare/how-to-choose-care-manager/&psig=AFQjCNHnxEi8DPsyHD_GqA4D8YsEp6zkrA&ust=1486191802637164
http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwjhsK-ItPPRAhUDWbwKHbvZAv0QjRwIBw&url=http://www.irasutoya.com/2016/01/blog-post_4.html&psig=AFQjCNHm50gW-PjQNCN98_w_VayEVozXQA&ust=1486193416180081


成年後見制度法人後見支援・養成研修事業（障害者関係）

１．目的
成年後見制度における後見等の業務を適切に行うことができる法人を確保できる体制を整備するととも

に、市民後見人の活用も含めた法人後見の活動を支援することで、障害者の権利擁護を図ることを目的と
する。

２．事業内容
（１）法人後見実施のための研修

法人後見実施団体、法人後見の実施を予定している団体等に対する研修の実施
（２）法人後見の活動を安定的に実施するための組織体制の構築

ア 法人後見の活用等のための地域の実態把握
イ 法人後見推進のための検討会等の実施

（３）法人後見の適正な活動のための支援
弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職により、法人後見団体が困難事例等に円滑に対応できる

ための支援体制の構築
（４）その他、法人後見を行う事業所の立ち上げ支援など、法人後見の活動の推進に関する事業

３．実施主体 （１）都道府県及び市町村、（２）～（４）市町村

４．令和８年度予算
地域生活支援事業費等補助金 ５０５億円の内数（令和７年度予算：５０２億円）

５．実施状況
令和６年度 （１）２８都道府県 （１）～（４）２７４市町村

（「令和７年度成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査」）
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担い手の確保・育成等の推進（法人後見）

過去に実施したが、令和

７年度は実施しない

３自治体（6.4％）

都道府県による法人後見の担い手の養成研修の実施状況 市町村が把握している法人後見を実施している法人数の内訳

※1 調査日時点で市町村が把握している法人後見を

実施している法人数であることに留意

※2 内訳については、R3から把握

法人後見を実施している法人数合計

1,317法人 → 1,406法人

うち

市町村社会福祉協議会 791法人 → 811法人

社会福祉協議会以外の

社会福祉法人      50法人 → 64法人

NPO法人 219法人 → 237法人

一般社団法人 135法人 → 167法人

弁護士法人・司法書士法人   87法人 →   90法人

その他   35法人 →   37法人

過去に実施し、令和７

年度も実施（予定）

26自治体（55.3％）

令和７年度に初めて実施（予定）

２自治体（4.3％）

実施に向けて検討している

10自治体（21.3％）

一度も実施していない

（検討中を除く）

６自治体（12.8％）

厚生労働省「令和７年度成年後見制度利用促進施策に係る取組状況調査」（令和7年4月1日現在）
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令和７年度老人保健健康増進等事業

「地域の権利擁護の担い手の育成・活躍の促進に向けた調査研究事業」①

事業実施団体：一般財団法人 日本総合研究所

○ 第二期成年後見制度利用促進基本計画に係る中間検証報告書における指摘事項や、今後の成年後見制度の改正等も踏まえ、地域の権利擁護の担い
手の育成・活躍支援に向けた対応策の検討を目的として、外部有識者等から構成される検討委員会を設置し、市民後見人や法人後見の担い手の育成・
活躍支援に係る取組の実態把握と課題分析、対応策の検討等を行った。

○ あわせて作業部会を設置し、今後、成年後見制度利用支援事業の見直しを検討する際の課題や対応の方向性を整理するための論点の提示を行った。

事業概要

○ 今般の成年後見制度の改正に伴い、後見終了後の権利擁護支援の担い手として、市民後見人養成研修修了者の役割は、一層重要になる。

○ 養成研修については、段階的・選択的なコース制の導入やオンラインを活用した受講形態の多様化、広域での育成・活躍支援の推進などが効果的。

○ 「市民後見人の強みを活かせるか」という視点での受任調整や、継続して市民後見人を支える体制整備、家庭裁判所の理解を得ること等が必要。

【好事例】

・養成研修修了者を対象にした勉強会や交流会の開催等により、修了者が孤立しない環境を整えている事例

・受任後も定期的な状況確認や専門職への相談機会を設けるなど、中核機関を中心にチームとして支援する体制を整えている事例

・家庭裁判所に対し、行政と中核機関が一体となって市民後見人の活動内容や選任後の支援体制を説明し、理解を得ている事例

市民後見人育成のポイント

○ 法人後見は、地域全体で権利擁護を支える仕組みの一翼を担う存在として位置づけ、体制整備を進めていくことが重要である。

○ 市町村における受任調整（会議）において、本人の状況や課題に応じた候補者の検討等に活用できるよう、都道府県が主体となって法人後見実施団
体のリスト（名簿）を整備し、市町村や中核機関と共有する必要があり、リスト（名簿）の作成に当たっては家庭裁判所との連携も必要。

○ 法人後見の新規参入にあたっては、家庭裁判所との調整に係るノウハウや情報不足が障壁となっていることから、調査結果で把握した先進事例を参
考にする。

【好事例】

・社会福祉協議会が法人後見実施団体をリスト化し、関係機関と共有することで、適切な候補者選定を支援している事例

・専門職が受任を躊躇する困難事案を、法人後見として受任する事例

・市民後見人の活躍の場として法人後見支援員を活用している事例

法人後見育成のポイント
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令和７年度老人保健健康増進等事業

「地域の権利擁護の担い手の育成・活躍の促進に向けた調査研究事業」②

○ R8.6.12付けで自治体あてに事務連絡を発出し、本事業報告書（育成・活躍支援のポイント及び好事例）について周知

○ 同日、最高裁判所あてに事務連絡を発出し、自治体との連携について家庭裁判所への周知を依頼

本事業実施後の対応

○ 全国統一基準を設ける必要性

・利用者の権利尊重（本人にとって最も適切な医療・福祉サービスの選択を可能にする）という観点からも、全国統一基準は必要

○ 助成対象要件や助成額のあり方

・市民後見人の無報酬運用や、法人後見実施団体への補助など、自治体ごとの運用差があるため、一律化の際には考慮が必要

○ その他

・助成基準を全国一律とする場合には、裁判所の報酬決定基準とも、一定の方向性が共有されることが望ましい。

作業部会で提示された利用支援事業に関する論点

※五十音順 ◎＝委員長

海野芳隆（社会福祉法人静岡県社会福祉協議会生活支援部権利擁護課
長）

上山泰（新潟大学法学部教授）

川端伸子（一般社団法人権利擁護支援プロジェクトともす代表理事）

住田敦子（特定非営利活動法人尾張東部権利擁護支援センターあすライ
ツセンター長）

◎永田祐（同志社大学社会学部社会福祉学科教授）

前田実知代（徳島県美馬市保険福祉部次長）

山本恵美子（広島県健康福祉局地域共生社会推進課長）

オブザーバー：厚生労働省、法務省、最高裁判所

検討委員会
※五十音順 ◎＝委員長

青木佳史（日弁連高齢者・障害者権利支援センター副センター長）

安藤亨（愛知県豊田市福祉部よりそい支援課地域共生・社会参加担当
長）

◎上山泰（新潟大学法学部教授）

川端伸子（一般社団法人権利擁護支援プロジェクトともす代表理事）

住田敦子（特定非営利活動法人尾張東部権利擁護支援センターあすライ
ツセンター長）

中野篤子（公益社団法人成年後見センター・リーガルサポート副理事長）

星野美子（公益社団法人日本社会福祉士会参事）

オブザーバー：厚生労働省、法務省、最高裁判所

作業部会
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現状・課題及び論点

○ 今後の成年後見制度の改正等を見据え、後見人等の確保・育成の推進に、引き続き取り組む必要がある。

○ 市民後見人については、成年後見制度利用者の多様なニーズに対応するためにも、研修の充実、相談・支援体制の整

備等に引き続き取り組む必要があるが、養成研修修了者の増加に対して、成年後見人等の受任者数は少ないとの指摘

もある。

○ 法人後見については、実施法人が十分に増加していないため、その要因についてさらなる分析をするべく、「法人後

見の活動・運営状況の実態把握や、受任件数を増やしながら継続的に活動できるための課題等の分析が必要である」

との指摘がある。

現状・課題

○ 成年後見制度改正後の市民後見人や法人後見に期待される役割について、どう考えるか。

○ こうした中で、市民後見人は、後見人等の担い手としてだけでなく、地域の権利擁護の担い手として幅広い場面での
活躍が期待される。受任者数の増加も含め、養成研修修了者の活躍推進を図る方策について、どう考えるか。

○ また、法人後見は、比較的長期間にわたる制度利用が想定される障害者や支援困難事案への対応が期待されるとこ
ろであるが、担い手育成が進まない要因や受任件数を増やしながら継続的に活動できるための課題分析の方法やそ
の対策についてどう考えるか。

論点
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